
一般財団法人広島県教育職員互助組合 組合員に関する規則                                  

 

 第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 この規則は，一般財団法人広島県教育職員互助組合定款（以下「定款」という。）

第 47条第４項に基づき，一般財団法人広島県教育職員互助組合（以下「互助組合」とい

う。）の組合員資格の取得及び喪失並びに掛金の納入等に関し，必要な事項を定めるもの

とする。 

 

第２章 組合員等 

 

（資格の得喪） 

第２条 組合員の資格は，定款第 47条第２項に規定する組合員（退職組合員を除く）にあ

っては，同項の要件を備えるに至った日からこれを取得し，当該要件を欠くに至った日の

翌日からこれを喪失する。 

（資格取得の届出）    

第３条 組合員の資格を取得し，互助組合に加入しようとする者は，別に定める加入申込書

を所属長経由で速やかに理事長に提出しなければならない。 

２ 任用期間に定めのある職員は，資格取得日から 20日以内に加入申込書を提出することで

互助組合へ加入することができる。 

（権利） 

第４条 組合員は，次の権利を有する。 

(1)  給付又は貸付を受けること。 

(2)  事業に参加すること。 

(3)  役員等に選任されること。 

（義務） 

第５条 組合員は，次の義務を負う。 

(1） 定款及びこれに基づく諸規程を遵守すること。 

(2)  互助組合の運営等について，評議員会及び理事会で決定した事項に従うこと。 

(3)  掛金を納入し，債務を弁済すること。 

（権利譲渡の禁止） 

第６条 組合員は，互助組合に対して有する権利を他に譲渡し，又は担保に供することはで

きない。 

 （組合員原票） 

第７条 互助組合は，組合員ごとに別に定める組合員原票を備え，組合員資格の得喪，掛  

金に関  する事項その他所要の事項を整理しなければならない。ただし，定款第 47条第

２項第１号に規 定する組合員のうち，県費負担組合員の組合員原票は，公立学校共済組

合広島支部（以下「共済組合」という。）の組合員原票をもってこれに代えることができ

る。 



 （異動報告） 

第８条 定款第 47条第２項第１号に規定する組合員のうち，県費負担組合員については，

公立学校共済組合運営規則（昭和 38年２月 25日制定）第 11条の規定による組合員異動

報告書を，所属長が共済組合に提出したとき，互助組合に対して，組合員異動報告書の提

出があったものとみなす。 

２ 前項に規定する組合員を除く組合員については，互助組合員数及び加入・脱退状況等報

告書をもって，組合員異動報告書に代えることができる。 

（被扶養者） 

第９条 被扶養者とは，次に掲げる者で，主として組合員の収入により生計を維持する者を

いう。 

(1) 組合員の配偶者（届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下同じ。）子，父母，孫，祖父母及び弟妹 

(2)  組合員と同一の世帯に属する２親等内の親族で前号に掲げる者以外の者 

(3)  組合員の配偶者で届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の事情にある者の父

母及び子並びに当該配偶者の死亡後におけるその父母及び子で，組合員と同一の世帯

に属する者 

２ 前項に規定する主として組合員の収入により生計を維持することの認定に関しては，地

方公務員等共済組合法（昭和 37年法律 152号。以下「法」という。）第２条第２項の認

定の例による。 

３ 被扶養者の認定等については，共済組合が認定した被扶養者又は認定を取り消した被扶

養者を，互助組合が自ら認定又は認定を取り消した被扶養者とみなす。 

 （遺族） 

第 10条 遺族とは，組合員であった者の配偶者，子，父母，孫及び祖父母をいう。 

２ 給付を受けるべき遺族の順位は，法第 45条の規定を準用する。 

３ 前項の規定により給付を受けるべき遺族に同順位者が２人以上あるときは，その給付

は，その人数によって等分して支給する。ただし，そのうちの１人を請求及び受領につい

て代表者として定め，同順位者全員の同意書を添えて請求があったときは，当該代表者に

支給する。 

 

 第３章 掛金等 

 

 （掛金） 

第 11条 組合員は，掛金を毎月納入しなければならない。ただし，次に掲げる期間の属す

る月の掛金については，納入を要しないものとする。 

 (1) 地方公務員の育児休業等に関する法律又は育児休業，介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律に規定する育児休業の期間 

  (2) 地方公務員法第 28条第２項第１号の規定による休職の期間のうち，有給の期間を除

いた期間 

(3)  介護休暇取得のため，職員の給与に関する条例等の規定により，給与の減額を受け

た期間 



(4)  在外教育施設派遣教員に同行する配偶者である教員の在外活動に関する取扱要領

（平成 10年３月 16日広島県教育委員会教育長制定）第６項の規定により給与が支給

されない期間 

 (5)  組合員が産前産後休業(出産の日(出産の日が出産予定日後であるときは,出産の予定

日) 以前４２日（多胎妊娠の場合にあっては,９８日）から出産の日後５６日までの間

において勤務に服さないこと(妊娠又は出産に関する事由を理由として勤務に服さない

場合に限る。)をいう。)を開始し,互助組合に申出をしたときは,その産前産後休業を

開始した日の属する月からその産前産後休業が終了する日の翌日の属する月の前月ま

での期間 

 (6) 前各号に掲げるもののほか，理事会が承認する事由の期間 

２ 掛金を納入すべき期間は，組合員となった日の属する月から組合員でなくなった日の属

する月の前月までとする。 

３ 組合員（短時間勤務再任用職員以外の短時間勤務会計年度任用職員を除く。）の掛金の

算定の基準となる給料月額は，一般財団法人広島県教育職員互助組合運営規則第２条第１

項第６号に規定する給料（広島県の職員の給与に関する条例第９条に規定する給料の調整

額及び広島県の県立及び市町立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置

条例第３条に規定する教職調整額を含む。）とする。 

４ 組合員の掛金の月額は，次の各号に掲げる金額とする。なお，円未満の端数がある

ときは，その端数を切り捨てた額とする。 

 (1) 県費負担組合員（再任用職員等任用期間に定めのある職員及び短時間勤務会計

年度任用職員を除く。）の掛金の月額は，事業掛金として初日の給料月額の 1000

分の６に相当する額とし，被扶養者がある期間については，給料月額の 1000分の

7.4に相当する額，生涯福祉掛金として初日の給料月額の 1000分の２に相当する

額，退職医療掛金として初日の給料月額の 1000分の２に相当する額とする。 

 (2) 県費負担組合員のうち再任用職員等任用期間に定めのある職員及び再任用短時

間勤務職員のうち４週 116時間 15分勤務の組合員の掛金の月額は，事業掛金とし

て初日の給料月額の 1000分の６に相当する額とし，被扶養者がある期間について

は，給料月額の 1000分の 7.4に相当する額とする。 

 (3) 県費負担組合員のうち前号に該当するものを除く短時間勤務会計年度任用職員

の掛金の月額は，事業掛金として標準報酬月額の 1000分の 5.3に相当する額と

し，被扶養者がある期間については，標準報酬月額の 1000分の 6.7に相当する額

とする。 

 (4) 市町費等組合員（短時間勤務会計年度任用職員及び 13月未満の会計年度任用職

員を除く。）の掛金の月額は，事業掛金として初日の給料月額の 1000分の６に相

当する額とし，被扶養者がある期間については，給料月額の 1000分の 7.4に相当

する額，生涯福祉掛金として初日の給料月額の 1000分の２に相当する額，退職医

療掛金として初日の給料月額の 1000分の２に相当する額とする。 

 (5) 市町費負担等組合員のうち短時間勤務会計年度任用職員及び 13月未満の会計年

度任用職員の掛金の月額は，事業掛金として標準報酬月額の 1000分の 5.3に相当



する額とし，被扶養者がある期間については，標準報酬月額の 1000分の 6.7に相

当する額とする。 

 （掛金等の給与からの控除） 

第 12 条 組合員が互助組合に対して納入すべき掛金及び掛金以外の金額については，広  

島県職員の共済制度に関する条例第７条及び法第 115 条の例により，組合員の給与支払機

関が組合員の給料その他の給与等（退職手当又はこれに相当する手当を含む。）から控除

して，これを組合員に代わって払い込むようにするものとする。 

 

 第４章 補則 

 

 （改廃） 

第 13条 この規則の改廃は，評議員会の決議を経て行う。 

（補則） 

第 14条 この規則の実施に関して必要な事項は，理事長が別に定めるものとする。 

 

附 則  

 この規則は，一般財団法人への移行認可を受け，移行の登記をした日から施行する。 

附 則 

１ この規則は，平成 26年４月１日から施行する。 

２ 施行日前に改正後の第 11条第１項第５号に規定する産前産後休業に相当する休業を開

始した者については，施行日をその産前産後休業を開始した日とみなして，同条の規定を

適用する。 

   附 則 

 この規則は，平成 27年 10月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は，令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は，令和４年 10月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は，令和５年４月１日から施行する。 

 


